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１、日本の再エネ、現状と可能性

日本全体の電源構成(2019年速報) 出所︓電⼒調査統計などよりISEP作成
図3:⽇本国内の全発電量に占める⽉別の⾃然エネルギーの割合(2018年)
(出所︓電⼒調査統計などよりISEP作成)

⽇本の再エネ⽐率は2019年（暦年）には20.8%と
なり20％を終えた。ただそのうち7.9％はダム⽔⼒
で、実質再エネは12.9％になった。
原⼦⼒は4.3％で、実質再エネの3分の1しかない。
化⽯燃料が74.9％を占める。
月別では、5月には実質再エネが15％を超える。



２、日本の再生可能エネルギーポテンシャル

太陽光発電
27億4,595万kW
3兆2,216億kWh

風力発電
14億478万kW

3兆9,815億kWh

日本の電力需要（2018
年概要）

1兆1706億kWh

7倍ある

自家発電含む（未確定数値）

太陽光発電
4億622万kW
5,041億kWh

風力発電
6億2,884万kW
２兆123億kWh

導入可能量

日本の
再生可能エネルギー
導入ポテンシャル
太陽光と⾵⼒以外に
中⼩⽔⼒
890万kW、536億kWh
地熱
1508万kW、1048.2億kWh
がある。

令和元年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報等の整備・公開等に関する委託業務報告書をもとに筆者作成

シナリオ別導⼊可能量とは
事業収支に関する特定のシナリオ(仮定条件)を設定
した場合に具現化が期待される エネルギー資源量。

2.5倍ある

シナリオは各電源に
よって異なるが、基本
的には設置コスト、FIT
価格、期間などにより、
ある程度の事業効率を
確保できるという前提。

環境省が毎年⾏っている調査では、⽇本の再エネ
ポテンシャルは７兆kWhを超え、総需要の7倍。
より現実的な「導⼊可能量」でも2.5倍。
日本は再エネ資源大国。



３、なぜ新電⼒を選ばねばならないのか

旧一発電 送配電 旧一小売 消費者

独立発電 新電力小売 消費者

再エネ発電 再エネ小売 消費者

JEPX

旧一発電
送配電

旧一小売 消費者

独立発電 新電力小売 消費者

再エネ発電 再エネ小売 消費者
JEPX

この変化がどういう意味かわかりますか︖東電や関電などの旧⼀電⼩売のユーザーが減
れば、旧⼀電の原発や⽯炭⽕⼒の電気を使うユーザーも減るのです。旧⼀電はあと２割
もお客が減れば倒産か、経営の大改革を迫られます。



４、最新の新電⼒シェア状況

資源エネルギー庁「電⼒・ガス小売全面自由化の進捗状況について」2021年4月28日

低圧が一般家庭や小規模店舗。全体の
20％とほぼ同じで昨年から横ばい状態。

旧一電は2016年から２割の顧客を失った。
経営的にはかなりのダメージ。
東電に関しては27.3％でかなり厳しいはず。

特別高圧は旧一電が強いが、儲からないはず。



５、電源構成と旧⼀電⽐率

単純な⽐率は６割だが、電源開発や卸契約を結んでいるIPP（独⽴発電
事業者）などは含まれていない。
⽯油⽕⼒が2012年からどんどん減っている。（⽼朽化による廃⽌）



６、再エネ発電所からの電気を自ら調達
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2⽉から⾵⼒発電が加わり再エネ⽐率は70％に（5月実績）
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日本における再エネへの妨害一覧

項目 内容 開始年 問題点 筆者が思う「再エネ妨害」の狙い

送電網への接続制限

容量不⾜で接続拒否送電線に空き容量なしと接続を拒否 2014年
既存原発や⽕⼒、計画中の⽕⼒などが「通⾏権」を持っている。原発は福
島原発事故の影響で停⽌中、⼤型⽯炭⽕⼒は計画中で、どれも実施には
使っていないのに、送電線は「満杯」と説明されていた。

再エネを送電線には繋がせない。

接続案件募集プロセス送電線増強のための仕組み 2016年

再エネが系統接続するためには送電線を増強する必要があるとの理由で、
その費⽤を再エネに負担させる制度。建設費⽤は10億円の5MW⾵⼒発電
を作るのに、系統接続費用300億円要求されたりした「悪名⾼き」制度。
実はまだ続いている。

再エネを送電線につなぐが、法外なコストで事業を成り⽴たなく
させる。

コネクト＆マネージ
実質的に空いていれば送電線につな
げる制度

2020年
送電線は実質的にはガラガラということがわかってきたので、「既得権」
を認めつつ、再エネを系統につなぐ制度。既得権発電所が稼働すれば、再
エネを抑制する条件。

不⼗分だが効果はある。しかし⾮常にゆっくり、のらりくらりと
実施しているように⾒える。

FIT制度の終了

入札・FIP制度への移⾏
政府が決めていた買取価格が入札で
決まる。

2021年
太陽光発電・⾵⼒発電では250kW以上は入札。250kW未満は太陽光は10
円/kWh、⾵⼒は16円/kWhへ。洋上⾵⼒だけ30円/kWh以上と異様に⾼
い。

買取価格は市場価格並みに下落した。

自家消費
地域活用の縛り

FIT発電所の認定要件が「条件つ
き」に。

2021年
50kW未満太陽光には自家消費30％が条件となった。50kW以上の再エネ
には地域活用の条件が課せられた。農地や山間地の再エネは消費施設がな
いので自家消費は難しい。

50kW未満のFIT終了。ちなみに⾮FITであれば、これらの要件は
関係ない。

電⼒新市場

非化石市場
CO2を出さない価値を証書にして販
売するもの。

2017年
再エネの価値ではなく「CO2を出さない価値」なので、原発価値が入る。
①FIT非化石が再エネ、②非FIT非化石（再エネ指定）、③非FIT非化石
（指定なし）に別れ、③が原発。

原発の延命。再エネの価値を、とても複雑にして分かりにくくす
る。本来は再エネと化石の価格差を「炭素税」などで作るべき。

ベースロード市場
原発と⽯炭⽕⼒をベースロードと決
める。優先的に系統接続する。

2019年
新電⼒を対象に、原発、⽯炭などの電気を買えるようにする仕組み。⻑期
の先物買いで、発電所側は安定的な売り先を確保できる。

電⼒供給枠を⼀定量のベースロードが占拠する。その分安価だが
変動する電源である再エネは押し出される。

容量市場
将来の電源確保の名目で、古い発電
所維持のために、新電⼒からお⾦を
徴収する制度

2020年
第1回入札で約定価格は1.6兆円に達した。新電⼒は2024年には、kWあ
たり9200円超円を徴収されることが確定しており、電⼒⾃由化が2024年
に諸滅するくらいのインパクトとなっている。

再エネは事実上ほとんど入札に参加できず、古い石炭、石油、原
発の延命のために、毎年1超円を超えるお⾦が使える仕組み。
「炭素・放射能」奨励⾦と⾔える。

⽇本で再エネの伸びを邪魔している制度



７、地産地消・⾃⽴型エネルギー社会へ

地域ネット
ワーク

地域ネットワークで
100％再エネ自給

送配電網が停電しても地域ネッ
トワークの中は停電しない



８、電⼒⼩売とは、こういうこと。

消費者が発電所づくりに出資

市⺠のお⾦で再エネがどんどん増える仕組み


